
(Ａ)-(Ｂ)

べき財源

(Ｃ)-(Ｄ)

(F)+(G)+(H)-(Ｉ)

(L) (M)   月額  (M)/(L)

22年国調
※分類不能産業を

　分母に含む

合　　　計

法適用

244人

17人

4人

-人

-人

教 育 公 務 員

消 防 職 員

臨 時 職 員

一 般 職 員

うち技能労務職

一　　般　　職　　員　　等（H29．4．1現在）

区　　　分

315,857円77,069千円

給 料 月 額

453,012千円

1,636千円

6,451千円

H6.10.1

370,000円

409,000円

395,000円

317,359円78,705千円

-千円

一人当り給料
( 報 酬 ) 月 額

改 定 実 施
年 月 日

区　　　分

700,000円

590,000円

一人当り支給

379,471円 H26.4.1

H26.4.1

％
9.7

％
57.9

％
9.1

議 会 議 員

特　別　職　等（H29．4．1現在）

448,000円

市 長

副 市 長

教 育 長

H6.10.1

H6.10.1

％
11.4

％
-

％
-

％
5.8

千円
9,530,727

0.493

3,181,098

千円
604

千円
690,150

1,010,568

2,729,872

2,039,118
千円

千円

％
38.4

将 来 負 担 比 率

千円

千円

千円

千円

14,883,20614,886,908

千円

千円 千円

7,847,574

5,129,584 5,073,289

7

単 年 度 収 支

積 立 金

(a) (b)5 実 質 収 支
(Ｅ)

▲ 91,940 277,691

指 定 団 体 の 状 況 低 開 発 地 域 特 別 豪 雪 地 域

救 急

退 職 手 当事務の共同処理の状況

(Ｇ)

消 防 補 償 等

ご み 処 理 し 尿 処 理 消 防

後 期 高 齢 者 医 療

(Ｂ)

歳 入 総 額

歳 出 総 額

6

教育研究センター へ い 獣 処 理

第 １ 次 第 ２ 次

1

2

区　　分

17,438,598

第 ３ 次
人　　　　　口 住民基本台帳人口

産　　業　　構　　造

区　分

面　　　　　積

222.85k㎡

国
勢
調
査

世　　帯　　数
H28.3.31 現在

(Ａ)
地 方 債 現 在 高

22年

36,894人

38,850人

▲5.0％ ▲1.0％

16,890,571

12,961世帯 9.7％ 26.6％

1,779人 5,083人

166人
就
業
人
口

人　口　密　度

27年国調

27年国調
※分類不能産業を

　分母に含む

11,509人1,790人

平 成 28 年 度
都道府県名 山 形 県

コ ー ド 番 号 ０ ６ ２ ０ ５ ７

4,895人36,833人

増減率

11,127人H29.3.31 現在
36,463人

60.4％

27年

区　　分

増減率
62.5％

9.7％ 27.6％

Ⅰ－１

決 算 状 況 ふ り が な し ん じ ょ う し
Ⅰ－２

（決算カード） 市 町 村 名 新 庄 市

3
(Ｃ)

歳 入 歳 出 差 引 額
現 在 高 合 計

積
立
金
現
在
高

市 町 村 類 型

28年度交付税
種 地 区 分

4
(Ｄ)

翌年度へ繰り越す うち
財政調整基金

平成27年度平成28年度 平成27年度 平成28年度

千円
538,126

千円

千円 千円 千円

千円 千円 債 務 負 担 行 為 額

4.8

うち
減 債 基 金

うち

16,972,673 16,336,056

その他特定目的基金

(翌年度以降支出予定額)

千円

200,254 263,922
実 質 収 支 比 率

千円 千円
465,925 554,515

(a)-(b) 千円

千円 千円
6,971

千円

3,621 2,119,372

千円

1,055,911

458,954 550,894 5,815

(Ｆ)

千円 千円 ％

千円千円 千円

8 繰 上 償 還 金 千円 千円 千円標 準 財 政 規 模
(Ｈ) - - 9,475,985

9 積 立 金 取 崩 し 額 千円 千円 財 政 力 指 数
(Ｉ) 120,000 - 0.505

11,558,427

基 準 財 政 需 要 額

％
(Ｊ) ▲ 11,686 541,613 10.6

公 債 費 負 担 比 率

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

標 準 税 収 入 額 等

歳 入 一 般 財 源 等

10 実 質 単 年 度 収 支 千円 千円

12,182,451

千円

千円

7,867,634

実質公債費比率

職員数

H26.4.1

基 準 財 政 収 入 額 千円 千円 ％
4,025,092 3,987,365 -

％
-

920,000円

連 結 実 質
赤 字 比 率

上 水 道 59,679千円▲1,728千円

359,783千円

5,064世帯

の繰入額　　

議 会 議 長

議 会 副 議 長

-円

-千円 -円

248人

簡易水道

集落排水 61,467千円

122,096円

1人-千円

-千円

国
保
会
計
の
状
況

被 保 険 者 一 人 当 り

公
営
企
業
の
状
況

事 業 名

下 水 道

普通会計から

209,207円

8,677人

8,044千円

一 世 帯 当 り

7人 被 保 険 者 数

8人

保 険 税 調 定 額

511,091円

収 支 額

保 険 税 調 定 額-人

の有無
職員数

普通会計からの繰入額
収 支 額

加 入 世 帯 数

無

無

有

被保険者一人当り費用

無

1,196千円 367,300千円



元 利 償 還 金 1,397,692 8.2

7.2

1.0

11 -

1,292,720 1,292,720 13.5

歳　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

区　　分 決  算  額 構成比
(Ｋ)の
構成比

区　　分 決  算  額
充　　　当
一般財源等

経常経費充当
経常収
支比率

経常一般財源 一般財源等

(Ｋ) (Ｋ)

構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

地 方 税 4,521,065 25.9 4,317,251 47.8 人 件 費 2,276,242 13.4 2,126,169 2,110,086 22.1

地 方 譲 与 税 119,080 0.7 119,080 1.3 う ち 職 員 給 1,368,937 8.1 1,241,774 1,241,774 13.0

利 子 割 交 付 金 5,147 - 5,147 0.1 扶 助 費 3,265,468 19.2 1,052,318 1,050,383 11.0

配 当 割 交 付 金 8,171 0.1 8,171 0.1 公 債 費 1,397,703 8.2 1,292,731 1,292,731 13.5

株式等譲渡所得割交付金 4,204 - 4,204 -

165,636

11.8地方消費税交付金 659,963 3.8 659,963 7.3

165,665

う ち 元 金

う ち 利 子 165,636

1,232,027

1.7ゴルフ場利用税交付金 4,615 - 4,615 0.1

1,127,084 1,127,084

11一時借入金利子 11 -特別地方消費税交付金 - - - -

内
訳

(小　　計） 6,939,413 40.8 4,471,218 4,453,200 46.7自動車取得税交付金 25,028 0.2 25,028 0.3

物 件 費地 方 特 例 交 付 金 13,582 0.1 13,582 2,050,819

42.4

12.1 1,783,175 1,165,865 12.20.1

16.2補 助 費 等

682,967 4.0 567,198 300,982 3.2維 持 補 修 費

1,819,9762,269,053 13.43,839,172 42.4 1,548,218

1,353,839

地 方 交 付 税 4,642,249 26.6 3,839,172

1,215,162 12.7うち一組負担金

普 通 3,839,172 22.0

投資及び出資金・貸付金 656,444 3.9 24,605

10.3 1,483,427

8.0

交通安全対策特別交付金 6,841 - 6,841 0.1

-

分 担 金 ・ 負 担 金 137,408 0.8 -

繰 出 金 1,755,574

-

内訳

震 災 復 興 1,000

24,598 0.3

(小　　計） 10,003,104 57.4 8,996,213 99.5

0前年度繰上充用金

1,995,677 11.8 947,186

- -

使 用 料 190,940 1.1 5,726 0.1 投 資 的 経 費

う ち 人 件 費手 数 料 77,072 0.4 - -

内
　
　
訳

52,342 0.3 52,342

普通建設事業費 1,995,677 11.8 947,186国 庫 支 出 金 1,982,233 11.4

（ 補 助 事 業 ） 239,447 1.4 46,025県 支 出 金 1,325,248 7.6

（ 単 独 事 業 ） 1,717,281 10.2 891,517財 産 収 入 208,144 1.2 6,310 0.1

（県事業負担金） 38,949 0.2 9,644寄 附 金 682,268 3.9

災害復旧事業費 0 - -繰 入 金 176,477 1.0

失業対策事業費 0 - -繰 越 金 554,515 3.2

諸 収 入 858,619 4.9 22,813 0.2

地 方 債 1,235,729 7.1

うち減収補てん債特例分 - - (97.8)

減収補填際（特例分）及び

臨時財政対策債除く (97.8)

臨時財政対策債除く

9,037,903 100.0

うち臨時財政対策債 507,229 2.9

100.0 11,716,526 8,839,026 92.6

(92.6)

区　　分 決  算  額 構成比 増減率
超過課税分
収 入 済 額

基 準 税 額
×100/75

市 民 税

千円 ％ ％ 千円

311,479

千円

1,480,933

千円 ％ 千円

個 人 分 1,413,663 31.3 3.9 - 議 会 費 191,182 1.1 189,081

法 人 分 355,320 7.8 ▲ 5.4 44,773 総 務 費 2,669,547 15.7 2,358,629

固 定 資 産 税 2,079,145 46.0 1.6 - 民 生 費 5,297,662 31.2 2,658,053

軽 自 動 車 税 103,881 2.3 18.8 - 衛 生 費 1,252,389 7.4 1,094,859

市 た ば こ 税 361,554 8.0 ▲ 3.6 - 労 働 費 64,439 0.4 13,035

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 業 費 1,007,708 6.0 581,396

特別土地保有税 - - - - 商 工 費 1,091,890 6.4 505,417

普 通 税 計 4,313,563 95.4 1.6 44,773 土 木 費 1,429,360 8.4 1,127,271

入 湯 税 3,688 0.1 471.8 - 消 防 費 807,681 4.8 597,015

都 市 計 画 税 203,814 4.5 ▲ 0.1 - 教 育 費 1,763,112 10.4 1,299,039

目 的 税 計 207,502 4.6 1.4 - 災 害 復 旧 費 - - -

公 債 費 1,397,703 8.2 1,292,731

諸 支 出 金 - - -

合　　計 4,521,065 100.0 1.6 44,773 合　　計 16,972,673 100.0 11,716,526

徴

収

率

区　　分 現年度課税分 滞納繰越分 合　　　計

16.1 94.2

市 税 合 計

市

民

税

個

人

分

均 等
割

3,500円
市

民

税

法

人

分所 得
割

標準税率に

％

市 民 税 98.8 15.3 95.5

％

区　　分

法 人 税
割

固定資産税

％

対する比率

98.6

- -

14.1

98.8 15.4 95.1

目　　的　　別　　歳　　出

合　　計 16,972,673

1,353,839特 別 802,077 4.6

市　　　　　　　　　　税

合　　計 17,438,598 100.0

1,346,163

積 立 金 622,726 3.7 619,741

2,039,877

構成比 一般財源等決  算  額

103,776

361,703

- 

- 

4,297,768

～
50,000円

均 等 割

3,000,000円

12.1/100

1.4/100

4,297,768

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況（H29．4．1現在）

1.0 固 定 資 産 税


